
伊予市固定資産台帳整備及び公共施設等総合 

管理計画策定業務委託プロポーザル実施要領 

平成 27 年 5 月 25 日 

総務部財務課 

 

１ 業務概要 

（１）業務名 

伊予市固定資産台帳整備及び公共施設等総合管理計画策定業務 

（２）業務内容 

「伊予市固定資産台帳整備及び公共施設等総合管理計画策定業務委託仕様書」（以

下「仕様書」という。）に掲げる業務 

（３）委託期間 

契約日から平成 29年３月 24 日（金）までとする。 

ただし、公共施設等総合管理計画策定業務に関しては、平成 28 年３月 25 日（金）

までとする。 

 

２ 業務規模 

本業務に関する費用は、18,845,000 円（消費税及び地方消費税を含む。）以内とす

る。うち固定資産台帳整備業務は 13,000,000 円以内とし、年度ごとの費用は、次の

とおりとする。 

平成 27 年度 5,724,000 円以内 

平成 28 年度 7,276,000 円以内 

公共施設等総合管理計画策定業務は、5,845,000 円以内とする。 

 

３ 参加資格 

プロポーザルに参加する者は、仕様書「８．受託者の資格」に掲げる要件のほか、

次の全ての要件を満たす法人とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないこ

と。 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申

立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続

開始の申立てがなされている事業者でないこと。（会社更生法の規定による更正計

画認可、又は民事再生法の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（３）伊予市暴力団排除条例（平成 23 年伊予市条例第 30 号）第２条第１号から第３号

までの規定に該当していない者であること。 

（４）契約締結後の連絡調整や緊急時の体制が速やかに整えられる者であること。 

 

４ 参加申込書等 

本プロポーザルに参加しようとする者は、下記により参加申込書を提出すること。 

（１）提出期限 平成 27 年 6 月 2 日（火）午後５時 15 分 

（２）提出方法 参加申込書（様式１）に次の提出資料を添付の上、持参（受付は、伊



予市の休日を定める条例（平成 17 年 4 月 1 日条例第 2号）に規定する市の休日（以

下「休日」という。）を除く日の午前 8時 30 分から午後 5時 15 分までの間）又は

郵送（受付日時及び配達されたことが証明できる方法とし、提出期限までに総務

部財務課に必着のこと。）により提出すること。 

   なお、本市は、郵送中の事故に伴う損害に関しては一切の責任を負わない。 

（３）提出資料 

ア 企業概要書（任意様式） 

法人等の名称、所在地、代表者の氏名、法人の職員数等の記載のあるもの。 

平成 27・28 年度伊予市競争入札参加資格者登録名簿において、建設コンサルタ

ントの業種登録事業者については、次の(ア)から(エ)に掲げる書類の提出は不要

とする。 

（ア）登記簿謄本（法人）（証明年月日が申請書提出前３か月以内）〔写し可〕 

（イ）未納税額のないことを証明する書類（証明年月日が申請書提出前３か月以内） 

 ○ 伊予市内に本店、営業所を有する等、伊予市税の納税義務者の場合 

   市税の完納証明書及び国税の納税証明書（法人「その３の３」）〔写し可〕 

 ○ その他の者の場合 

   国税の納税証明書（法人「その３の３」）〔写し可〕 

（ウ）印鑑証明書（証明年月日が申請書提出前３か月以内）〔写し可〕 

（エ）直前１年の財務諸表〔写し〕（貸借対照表・損益計算書等） 

（４）提出場所 〒799-3111 愛媛県伊予市米湊 820 番地 

        伊予市総務部財務課 

        TEL:089-982-1111（FAX:089-983-3681） 

（５）参加資格の通知 

参加申込を行った者には、参加資格の有無を審査し、結果を書面により平成 27 年

6 月 9 日（火）までに通知する。 

 

 

５ 質問書の提出及び回答 

企画提案書等の作成について不明な点がある場合は、質問書（様式２）に内容を簡

潔に記載し、電子メールにより提出すること。なお、必ず着信を確認すること。 

（１）提出期間 平成 27 年 6 月 3 日（水）午前 8時 30 分から 

平成 27 年 6 月 4 日（木）午後 5時 15 分まで 

（２）提出先メールアドレス 伊予市総務部財務課：zaimu@city.iyo.lg.jp 

（３）回答方法 

提出された質問への回答は、提出期限の翌日から起算して５日（最終日が休日の場

合は翌執務日）以内に質問者に対して電子メールにて行うほか、伊予市ホームページ

（http://www.city.iyo.lg.jp/）内において公表する。 

 

６ 企画提案書等の提出 

参加申込書を提出した者は、提案書（様式３）に次の提出資料を添付の上、提出す

ること。 

TEL:089-982-1111（FAX:089-983-3681
mailto:zaimu@city.iyo.lg.jp
http://www.city.iyo.lg.jp/


（１）提出資料 

ア 業務実績書（様式４） 

事業者の資格及び当該業務実績を具体的に記載すること。業務実績においては、請

負中の業務の記載も可とするが、完了した業務実績を優先して記載すること。 

イ 業務実施体制（様式５） 

業務全体を統括する統括責任者及び各業務の管理責任者名を記入するとともに、当

該責任者の資格（業務に係るものに限る。写し等を別に添付すること。）及び業務実

績を具体的に記載すること。 

外部の協力を受ける場合は、協力企業名等を記載すること。ただし、統括責任者に

ついては参加申込した企業の社員とし、本市の要求に応じて打ち合わせ等に参加でき

る者とする。 

ウ システムチェック表（様式６） 

エ 企画提案書（任意様式） 

仕様書の各業務を遂行するための具体的な手法を項目ごとに順に記載すること。併

せて各業務の実施時期（スケジュール）を作成すること。 

オ 公共施設調査様式案 

仕様書「13．資料収集・整理」及び「35．業務の概要（１）施設等の現況調査」を

行うに当たっての様式（調査項目も含む。）等を提案すること。 

カ 固定資産台帳レイアウト案 

仕様書「Ⅱ 固定資産台帳整備」及び「Ⅳ システム導入・保守・更新」を行うに当

たって成果品として予定する台帳レイアウト案（システムによる画面イメージや帳票

等）を提案すること。 

キ システム機能案 

仕様書「Ⅳ システム導入・保守・更新」により提供される資産台帳管理システム

及びＧＩＳシステム、仕様書「Ⅴ 公共施設等総合管理計画」により提供されるデー

タベース化された施設情報等のシステム機能等分かりやすく提案すること。 

ク 公共施設等総合管理計画の構成のイメージ案 

仕様書「Ⅴ 公共施設等総合管理計画」により作成される計画書の構成イメージを

視覚的に分かりやすく提案すること。また、計画策定により可能となる分析や評価に

ついて、事例を交えて分かりやすく提案すること。 

ケ 業務参考見積書 

様式は自由とするが、Ａ４縦型横書きとする。なお、別紙仕様書の業務内容それぞ

れについて、内訳が分かるように見積もること。システム保守あるいはシステムバー

ジョンアップ業務に関しては、想定される金額を別途見積もること。ただし、委託期

間中に生じる保守あるいは業務については、前段の見積りに含めること。 

（２）提出部数 ７部（正本１部、副本６部とする。） 

（３）提出期限 平成 27 年 6 月 19 日（金）午後５時 15 分 

（４）提出方法 「第４項（２）」に同じ。 

（５）提出場所 「第４項（４）」に同じ。 

 

７ 技術提案のヒアリング 



事業者ごとに企画提案書をもとにプレゼンテーションを行うものとし、次によりヒ

アリングを実施する。 

（１）予定日時  平成 27 年 6 月 26 日（金）（時刻については、後日通知する。） 

（２）実施場所  伊予市庁舎３階第２委員会室（詳細については、後日通知する。） 

（３）説 明 者 様式５に記載する２人以内の者とする（機器操作者として別に１人の

み出席を認めるが、発言はできないものとする。）。 

（４）持ち時間 プレゼンテーションは 25 分以内、質疑応答は 10 分程度とする。 

（５）使用機材 会場には、プロジェクター及びスクリーンは準備するが、パソコンそ

の他の機材は各社で準備すること。 

 

８ 事業者の選定 

庁内に設置される審査委員会において、企画提案書及びヒアリングの内容により、

評価基準に基づく総合的な審査を経て、最も優秀な事業者を委託候補者として特定す

る。 

審査の結果は提案者に書面にて通知する。各提案者の評価項目ごとの評価点数は、

伊予市ホームページ内において公表する。 

 

９ 契約の締結 

前項により特定された者と契約の交渉を行う。契約は、伊予市固定資産台帳整備業

務及び公共施設等総合管理計画策定業務に分けて行うものとする。各々の業務規模は、

第２項に定める額を超えてはならない。契約交渉が不調の場合は、評価により順位付

けられた上位の者から順に、契約締結の交渉を行う。 

 

10 企画提案書等の無効 

次のいずれかに該当する場合は、提出された企画提案書等を無効とする。第８項に

より特定された企画提案が無効となった場合は、評価により順位付けられた順位を順

次繰り上げる。 

（１）提出期限を過ぎて提出された場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）審査の公平性を害する行為があった場合 

（４）審査員又は関係者に本企画提案に対する助言を求めた場合 

（５）第２項に定める業務規模を超えた場合 

（６）第３項の各号に該当しない場合 

 

11 留意事項 

（１）企画提案書等の作成、応募及びヒアリング等、本プロポーザルに要する経費は、

全て参加者の負担とする。 

（２）企画提案書は１事業者につき１案とする。 

（３）書類提出後の企画提案書等の修正、変更又は追加は認めない。 

（４）提出された書類は、返却しない。 

（５）企画提案書等の著作権は、企画提案者に帰属する。ただし、本市が本プロポーザ



ルに関する報告、公表等のために必要な場合は、事業者の承諾を得ずに提出書類

の内容を無償で使用できるものとする。 

（６）企画提案書等の提出後に参加を辞退する場合は、すみやかに総務部財務課へ連絡

すること。 

（７）様式５に記載した担当者は、原則として変更できない。ただし、やむを得ない理

由により変更する場合は、同等以上の担当者であることの承認を得なければなら

ない。 

 


